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労働時間の上限規制・割増賃金
弁護士
三角真理子

Q2－1　時間外労働の上限規制の概要
　働き方改革関連法で労働時間について上限が設けら
れたと聞きましたが、具体的にどのような内容ですか。

A2－1
　平成30（2018）年に働き方改革関連法が成立し、時
間外労働について、法律上の上限が設けられました。
時間外労働は、原則として、月45時間、年360時間が
上限とされています（労基法第36条4項）。臨時的な特
別事情がある場合には、別途、時間外労働及び休日労
働の限度を協定できますが、これにも制限が設けられ
ています。
解説
　労基法上、原則的な最長労働時間（法定労働時間）は
1週40時間、1日8時間と定められている（労基法第32
条）。使用者は、原則として、法定労働時間を超えて
労働者に就労を命じることはできない。ただし、労基
法第36条に基づく労使協定（三六協定）を締結し、所轄
の労働基準監督署長に届け出た場合には、使用者は、
労働者に対して、その協定で定めるところによって労
働時間を延長し（時間外労働）、又は休日に労働（休日
労働）させることができる（労基法第36条1項）。
　三六協定による時間外労働の延長については、従
来、法定の上限規制がなかったが、平成30年に働き方
改革関連法が成立し、法律上の上限が設けられた。ま
ず、時間外労働の上限は、月45時間、年360時間を原
則とする（労基法第36条4項）。臨時的な特別な事情が
あり、別途労使で時間外労働・休日労働の限度を合意
した場合でも、年720時間以内（労基法第36条5項）、休
日労働を含み単月100時間未満（労基法第36条6項2
号）、休日労働を含み複数月平均80時間以内（労基法第
36条6項3号）に限られる。また、月45時間を超えるこ
とができるのは、年間6箇月までである（労基法第36条
5項）。
　以上の上限規制は2019年4月に施行され、大企業に
ついては同月から、中小企業については2020年4月か
ら適用されている。

Q2－2　規制の適用猶予と除外
　私の会社は自動車による運送会社です。令和6

（2024）年3月31日まで、上限規制の適用が猶予されて
いましたが、同年4月1日以降は、具体的にどのよう
な上限規制が適用されるのでしょうか。

A2－2
　自動車運転業務については、特別条項付き三六協定
を締結する場合の年間の時間外労働の上限が年960時
間となります。時間外労働と休日労働の合計につい
て、月100時間未満、2～ 6ヶ月平均80時間以内とす
る規制と、時間外労働が月45時間を超えることがで
きるのは年6ヶ月までとする規制が適用されません。
解説
　自動車運転業務、工作物の建設事業、医業に従事す
る医師、鹿児島県及び沖縄県における砂糖製造業につ
いては、時間外労働の上限規制について猶予期間が設
定されていたが、令和6（2024）年4月1日、これらの業
種にも上限規制が適用された 1。
　上限規制の適用により、自動車運転業務について
は、特別条項付き三六協定を締結する場合の年間の時
間外労働の上限が年960時間となった。時間外労働と
休日労働の合計について、月100時間未満、2～ 6ヶ月
平均80時間以内とする規制と、時間外労働が月45時間
を超えることができるのは年6ヶ月までとする規制は
適用されない。
　工作物の建設業（どのような事業が含まれるかにつ
いては、労基法規則第69条第1項各号に定められてい
る。 2 参照。）については、災害時における復旧及び復
興の事業を除き、上限規制がすべて適用される。災害
時における復旧及び復興の事業には、時間外労働と休
日労働の合計について、月100時間未満、2～ 6ヶ月平
均80時間以内とする規制は適用されない。
　医業に従事する医師については、特別条項付き三六
協定を締結する場合の年間の時間外・休日労働の上限
が最大1860時間 3となる。時間外労働と休日労働の合
計について、月100時間未満、2～ 6ヶ月平均80時間以
内とする規制及び時間外労働が月45時間を超えること
ができるのは年6ヶ月までとする規制は適用されない。
　鹿児島県及び沖縄県における砂糖製造業について
は、上限規制がすべて適用される。
　時間外労働の上限規制の適用除外になるものとし
て、新たな技術、商品または研究開発に係る業務があ
る（労基法第36条11項）。
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Q2－3　三六協定の締結
　労働時間の上限規制に関して、三六協定の締結にあ
たり、注意すべきことはありますか。

A2－3
　三六協定の新様式に従って届出を行う必要がありま
す。
解説
　三六協定の締結にあたっては、1日、1か月、1年の
それぞれの時間外労働の限度を定める必要がある。
　また、1年の上限について算定するために、協定期
間の起算日を定める必要がある。時間外労働と休日労
働の合計を月100時間未満、2～ 6か月平均80時間以内
とすることを、協定で定める必要がある。三六協定届
の新しい様式では、この点について労使で合意したこ
とを確認するためのチェックボックスが設けられてい
る。
　限度時間（月45時間・年360時間）を超える時間外労
働を行わせることができるのは、通常予見することの
できない業務量の大幅な増加など、臨時的な特別の事
情がある場合に限る。臨時的に限度時間を超えて労働
させる必要がある場合の事由については、できる限り
具体的に定めなければならない。「業務の都合上必要
な場合」「業務上やむを得ない場合」など、恒常的な
長時間労働を招くおそれがあるものは認められない。
　令和6年4月から、三六協定届の様式が変更されてい
るため、新様式で作成の上、所轄の労働基準監督署長
に提出する必要がある。
　なお、建設事業（災害時における復旧及び復興の事
業）を含む場合、自動車運転の業務を含む場合、医業
に従事する医師を含む場合等については、適用内容に
沿った所定の新様式を使用する必要がある（以上につ
き、 4  ）。

Q2－4　上限規制違反の場合の罰則等
　時間外労働の上限規制を守らなかった場合、どのよ
うな罰則等がありますか。

A2－4
　6箇月以下の懲役又は30万円以下の罰金があり得ま
す。また、労働基準関係法令違反に係る公表事案とし
て、企業・事業場の名称、違反法条、事案概要等が公
表される可能性があります。
解説

　1か月の時間外労働及び休日労働の合計時間が月100
時間以上となった場合（労基法第36条6項2号）や、時間
外労働及び休日労働の合計時間の2～ 6か月平均が80
時間を超えた場合（労基法第36条6項3号）には、6箇月
以下の懲役又は30万円以下の罰金があり得る（労基法
第119条1号）。また、労働局のホームページ等で、労
働基準関係法令違反に係る公表事案として公表される
ことがありうる。

Q2－5　割増賃金
　私の会社はいわゆる中小企業です。納期が逼迫して
いる場合に、1か月の時間外労働の合計を70時間とす
る三六協定を締結しようと考えています。今後、時間
外労働が深夜に発生した場合、割増賃金はどのように
計算したら良いでしょうか。

A2－5
　深夜労働がない場合、月60時間までの時間外労働
については割増率が2割5分以上、月60時間を超える
時間外労働については割増率が5割以上になります。
加えて、時間外労働と深夜労働が重なる労働時間につ
いては、時間外労働と深夜労働の割増率が重畳的に適
用されます。月60時間までの時間外労働を深夜に行
わせた場合には、通常の労働時間の5割以上（時間外
労働について2割5分＋深夜労働について2割5分）の割
増率で計算し、月60時間を超える時間外労働を深夜
に行わせた場合には、通常の労働時間の7割5分以上

（時間外労働について5割＋深夜労働について2割5分）
の割増率で計算する必要があります。
解説
　時間外労働の時間が1ヶ月について60時間を超えた
場合には、その超えた時間の労働については、通常の
労働時間の賃金の計算額の5割以上の率で計算した割
増賃金を支払う必要がある（労基法第37条1項但書）。
中小事業主については、上記5割以上の率で計算した
割増賃金の支払義務について、適用が猶予されていた
が（労基法附則第138条）、令和5年4月1日からは、中小
事業主においても、5割以上の率で計算した割増賃金
を支払わなければならなくなった 5。
　また、深夜労働については、通常の労働時間の賃金
の計算額の2割5分以上の割増賃金を支払う必要がある
（労基法第37条4項）。
　時間外労働と深夜労働が競合した場合、時間外労働
に係る割増率と深夜労働に係る割増率が重畳的に適用
される。三六協定により延長した労働時間が午後10時
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から午前5時（厚生労働大臣が必要であると認める場合
は、その定める地域又は期間については午後11時から
午前6時）までの間に及ぶ場合には、通常の労働時間ま
たは労働日の賃金の5割以上の割増賃金を支払うこと
になる（労基法施行規則第20条1項）。また、その時間
の労働のうち、1か月について60時間を超える労働時
間の延長に係るものについては、7割5分以上の率で計
算した割増賃金を支払わなければならない（同項）。

1　 建設業・ドライバー・医師等の時間外労働の上限規制 （旧時間
外労働の上限規制の適用猶予事業・業務）

　　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_ 
roudou/roudoukijun/gyosyu/topics/01.html

2　 建設業の時間外労働の上限規制 に関するQ＆A
　　https://www.mhlw.go.jp/content/001115877.pdf
3　 医師の時間外労働の上限規制の解説
　　https://www.mhlw.go.jp/content/001183185.pdf
4　 厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署「時間外労働の
上限規制　わかりやすい解説」

　　https://www.mhlw.go.jp/hatarakikata/pdf/000463185.pdf
5　 厚生労働省「月60時間を超える時間外労働の割増賃金率が引き
上げられます」

　　https://www.mhlw.go.jp/content/000930914.pdf




